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市議団ニュースは政務活動費で作られています

　5月 15日、さいたま市文化センターにお
いて、義務教育学校武蔵浦和学園を考える連
絡会が主催する「学習と交流のつどい」が行
われ、党市議団から金子あきよ市議が参加し
ました。
　南区で建設が計画されている義務教育学校
武蔵浦和学園は、ますます深刻化する武蔵
浦和駅周辺地域の学校不足の「解決策」と
してさいたま市が推進しようとしているも
のです。はじめに金子市議が「3つの校舎に
3600人の子どもをつめこむ小中一貫校、全
体を5つのユニットに分けるという構想の
問題点、また地域住民に対する説明と合意が
不十分だということで議会でも批判があがっ
ている」と報告しました。
　その後、講演した山本由美さん（和光大学
教授）は、全国で政策的に進められている義
務教育学校のなかでも、さいたま市の計画は
「教育学的にはあり得ない」「今まで見たなか
でもっとも現実味がない内容だ」と述べまし
た。沼影校舎に2000人が集中する登下校、
破綻が明らかになっているユニット制、教員

の超過負担など想定される問題点を具体的に
指摘しながら、「廃止される学校の児童生徒
や保護者など、当事者を中心に声をあげて運
動化していく必要がある」と提起しました。
金子市議は「今日の学習で明らかになった問
題点について引き続き議会のなかで明らかに
しながら、計画を撤回させるため、住民のみ
なさんと力をあわせたい」と話しました。

　4月 18日付埼玉新聞で「公立病院の経営
改革に関する方針がコロナで転換」「不採算
病院などの統廃合が必要とする従来の見解を
撤回」と報道されました。5月 13日、伊藤
岳参院議員が総務省に対して、「公立病院経
営ガイドライン」の概要の説明を求め、党埼
玉県議および市議が同席。党市議団から神田
よしゆき市議が出席しました。
　総務省によれば、2020（令和2）年度ま
でを計画期間とする「新公立病院改革ガイド
ライン」が、新型コロナ感染症によって延
長したことから、それを引き継ぐかたちで
2022～ 23（令和4・5）年度中に「公立病
院経営強化ガイドライン」を策定するよう、
各公立病院に求めます。
　ポイントとしては①公立病院で持続可能な
地域医療体制を確保するため「経営強化」を
主眼にする②前ガイドラインの再編ネットワ
ークの考えを、病院等の統合より病院間の役
割分担、連携強化に変えていく③医師・看護
師不足にくわえて医師の時間外労働規制への
対応を追加する④新興感染症の感染拡大時に
そなえた平時からのとりくみを追加する、な
どです。今後、公立病院ではそれぞれ「公立
病院経営強化ガイドライン」を作成し、地域
医療構想調整会議において協議されます。こ
れらは埼玉県が主体となり、とりくみを進め
ることになります。

　神田市議は「厚労省は急性期病床の削減の
考えは変えていないため、調整会議の中で病
床の削減がすすめられる可能性や、『役割分
担』の名で基幹的病院に病床が集中し、中小
の病院の医療機能が縮小することが危惧され
る。今後も注視していく」と話しました。

義務教育学校義務教育学校
武蔵浦和学園計画は撤回を武蔵浦和学園計画は撤回を

聞き取りに参加する神田市議（左から 3人目）

公立病院経営強化ガイドラインの
概要があきらかに

　6月1日から6月 24日まで、6月
議会が開かれます。請願の締め切りは
5月 24日 17時です。請願の提出に
は紹介議員が必要ですので、お気軽に
ご相談ください。

66月議会が月議会が
はじまりますはじまります

▲講演する山本由美さん

報告する金子市議▶︎
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あなたの身近な議員です

ギー等の利活用及び導入拡大や脱炭素化に向
けたエネルギーの転換（電化等）に関するこ
と③レジリエンスの強化に関すること④生物
多様性など自然環境の持つ多様な機能の維
持 ·向上に関すること⑤「地域循環共生圏」
の実現を契機とする、循環 ·経済 ·社会の総
合的取組の推進に関することの5点ですが、
同社はほぼ同じ事項で、八王子市をはじめ多
くの自治体と協定を結んでいます。自治体の
脱炭素への取り組みを大手電力会社に丸投げ
し、雛形にはめ込むようなやり方です。

市議団ニュースは政務活動費で作られています

　「第5次男女共同参画基本計画」は、男女
共同参画社会基本法に基づき、施策の総合
的計画的推進を図るため、2030（令和12）
年度末までの「基本認識」と、2025（令和7）
年度末までを見通した基本的方向と具体的な
とりくみを定めるものです。
　学習会の講師は大部沙絵子氏（内閣府男女
共同参画局総務課課長補佐）。日本のジェン
ダーギャップをあらゆる角度からデータで示
した資料で現実を明らかにし、計画の特徴や
地方議員の役割を示しました。

　計画は、政策・方針決定過程への女性の参
画拡大、雇用分野・仕事と生活の調和、教
育・メディア等を通じた意識改革、理解の促
進など11の分野で男女共同参画社会の実現
に向けたとりくみをより一層加速させること
を求めています。政府が「社会のあらゆる分
野において、2020年までに、指導的地位に
女性が占める割合が、少なくとも	30％程度
となるよう期待する」と目標を掲げたのは、
2003年のことですが、ほど遠い現状が明ら
かになりました。	 （続く）

カーボンニュートラルに向けた需要の高度
化～電化とエネルギーの地産地消～（東京
電力ホールディングス株式会社）より

　昨年6月、さいたま市は東京電力パワー
グリッド株式会社とゼロカーボンシティ実現
に向けた共創推進に関する連携協定を締結し
ました。4月 11日、市民生活委員会におい
て同社より「脱炭素社会に向けた取組につい
て」の説明がおこなわれ、とばめぐみ市議が
出席しました。
　東京電力パワーグリッドの電力供給量は日
本全体の約3分の 1にのぼります。本市と
の連携事項は、①エネルギーの地産地消や面
的利用の推進に関すること②再生可能エネル 　説明では、まちづくりや道路計画等インフ

ラ融合による循環型エコシステムの構築や、
民間企業や市民の努力への支援が示され、「自
然エネルギーは不安定。原発も必要ではない
か」という参加委員の問いに対して「十分安
全が確認された原発から稼働が必要」と答え
ています。とば市議は「まずは大型開発を見
直すこと、公共施設に手軽な太陽光発電設置
を一気に進め、再エネ発電の電力を融通する
こと。化石燃料や原発に頼らない覚悟でカー
ボンニュートラルを進めるべき」と述べまし
た。

再生可能エネルギー増やして

脱炭素化をすすめよう脱炭素化をすすめよう

　5月17日現在、600通を超えるアンケート
が返送されています。くらしにかかわる幅広い
要求が寄せられており、市政にいかせる提案が
満載です。ご自宅のポストにお届けしています
ので、ぜひご記入の上、ご返送ください。

市 民 ア ン ケ ー ト

600通を超える

どうする？日本のジェンダーギャップどうする？日本のジェンダーギャップ
シリーズシリーズ 男女共同参画社会 男女共同参画社会

　4月 13日、参議院本会議で「困難な問題を抱える女性への支援に関する法律案」が採
決され、日本共産党を含む賛成多数で可決、衆議院に送付されました。
　この法律案の政策的な課題を学ぶために、5月11日、さいたま市議会女性の活躍を推進
する議員連絡会は、2020（令和2）年12月に閣議決定された「第5次男女共同参画基本計画」
についての学習会を開き、金子あきよ、とばめぐみの両市議が出席しました。今後、市議
団ニュースでシリーズで連載していきます。


